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アンバトビーニッケルプロジェクトの譲渡に伴う当社決算における損失発生について 

 

当社は、当社 100％子会社の Summit Ambatovy Mineral Resources Investment B. V.（本社：

オランダ王国アムステルダム、以下「SAMRI」）経由で、ニッケル採掘事業会社である Ambatovy 

Minerals S. A. 及びニッケル精錬会社である Dynatec Madagascar S. A.（本社：マダガスカ

ル共和国アンタナナリボ、以下両社を総称して「プロジェクト会社」）に対して各 54.17%の出資

を行っており、Korea Mine Rehabilitation and Mineral Resources Corporation（本社：韓国

江原道、プロジェクト会社に対する各出資比率 45.82%）と共同で事業を行っています。 

 

当社は、2005 年よりアンバトビーニッケルプロジェクトに参画してまいりましたが、2026 年

5 月 1 日の取締役会において、Ambatovy Mineral Resources Investment Holding Company (本

社：英国、以下「AMRI 社」)に対し、SAMRI 及び傘下のプロジェクト会社 2 社の全出資持分を譲

渡することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．持分譲渡の理由・内容 

当社は 2005 年、マダガスカル共和国でニッケル採掘から精錬までを一貫して手掛けるアンバ

トビーニッケルプロジェクトに参画しました。本事業については、昨今の市場環境も踏まえ、あ

らゆる選択肢を俎上に載せて検討を進めてまいりましたが、本事業に係る当社保有の全出資持

分を、AMRI 社に対して譲渡することが最適と判断しました。 

本譲渡における売却対価はマイナス 418 百万米ドル（マイナス 669 億円、1USD=160 円にて換

算）となり、その他関連する損益と合わせて 2027 年 3 月期における当社の連結決算及び個別決

算におきまして、以下の通り計上する見込みです。 

 

（１）連結決算 

2027 年 3 月期第 1 四半期連結決算（2026 年 4 月 1 日～2026 年 6 月 30 日）において、本譲渡



に関連して、「有価証券損益」等、約 700 億円の損失を計上する見込みです。尚、本譲渡に伴っ

て発生することが見込まれる税務上の損失に対する税効果を認識し、「法人所得税費用」を減額

することから、上記損失と合わせた損益は軽微となる見込みです。 

 

（２）個別決算 

2027 年 3 月期個別決算（2026 年 4 月 1 日～2027 年 3月 31 日）において、本譲渡に関連して、

「営業外費用」（投資有価証券売却損及びその他の営業外費用）約 850 億円の損失を計上する見

込みです。 

 

 ２．譲渡の日程 

譲渡実行日  2026年度上半期中（予定） 

 

３．今後の見通し 

本譲渡に伴う損益は本日公表の 2027 年 3 月期通期連結業績予想に織り込み済です。 

 

（参考）2027 年 3 月期通期連結業績予想（2026 年 5 月 1 日公表分）及び前期連結実績 

 親会社の所有者に帰属する 

当期利益 

基本的 1 株当たり 

当期利益 

単位  百万円 円 銭 

当期業績予想  

（ 2027 年 3 月期）  
630,000 132.06 

前期実績  

（ 2026 年 3 月期）  
600,334 499.09 

当社は、本日開催の取締役会において、2026 年 7 月 1 日を効力発生日として、普通株式 1 株につき 4 

株の割合で株式分割を行うことを決議しました。当期業績予想の「基本的 1 株当たり当期利益」は 

株式分割後の株数を基準に、前期実績の「基本的 1 株当たり当期利益」は株式分割前の株数を基準に、 

算出しています。なお、当該株式分割を考慮しない場合の当期業績予想の「基本的 1 株当たり当期 

利益」は 528.23 円となります。 

 

(注)将来情報に関するご注意 

当社の経営目標及びその他の将来予測に関する開示内容は、将来の事象についての現時点における仮定

及び予想並びに当社が現時点で入手している情報に基づいているため、今後の事業環境等により変化を余

儀なくされるものであり、これらの目標や予想の達成及び将来の業績を保証するものではありません。し

たがって、これらの情報に全面的に依拠されることは控えられ、また、当社がこれらの情報を逐次改訂す

る義務を負うものではないことをご認識いただくようお願い申し上げます。 

以 上 


